
◎公益通報者保護法 
（平成一六年六月一八日法律第一二二号）   

一、提案理由（平成一六年五月一二日・衆議院内閣委員会） 

○竹中国務大臣 公益通報者保護法案につきまして、その提案理由及び要旨を御説明申

し上げます。 

 近年、食品の偽装表示事件を初め、国民の生命や身体の保護、消費者の利益の擁護等

にかかわる事業者の犯罪行為や法令違反行為が相次いで発生しております。また、これ

ら事業者の犯罪行為や法令違反行為は、その多くが、事業者内部の関係者からの通報を

契機として明らかにされたところであります。 

 このような状況を踏まえ、事業者による法令遵守を確保して国民生活の安定等を図っ

ていく上で、公益のために通報を行ったことを理由として労働者が解雇等の不利益な取

り扱いを受けることのないよう公益通報に関する制度を整備していくことが緊要な課題

となっております。 

 政府といたしましては、以上の認識のもと、公益通報者の保護を図るとともに、国民

の生命、身体、財産その他の利益の保護にかかわる法令の規定の遵守を図るため、本法

律案を提出した次第であります。 

 次に、本法律案の要旨を御説明申し上げます。 

 この法律案は、公益通報者の解雇の無効等並びに公益通報に関し事業者及び行政機関

がとるべき措置について定めております。 

 第一に、一定の要件に該当する公益通報をしたことを理由とする労働者の解雇を無効

とし、労働者派遣契約の解除を無効とするとともに、降格、減給その他の不利益な取り

扱いをしてはならないこととしております。 

 第二に、公益通報を受けた事業者は、是正措置を講じたときは、遅滞なく、通報者に

通知するよう努めなければならないこととするとともに、公益通報を受けた行政機関は、

必要な調査及び適切な措置をとらなければならない旨等を定めております。 

 その他、公益通報の範囲、一般職の国家公務員等に対する取り扱い、施行後五年を目

途とする法律の施行状況についての検討等を規定しております。 

 以上が、この法律案の提案理由及びその要旨であります。 

 何とぞ、慎重御審議の上、速やかに御可決あらんことをお願い申し上げます。 

二、衆議院内閣委員長報告（平成一六年五月二五日） 

○山本公一君 ただいま議題となりました公益通報者保護法案につきまして、内閣委員

会における審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、公益通報をしたことを理由とする公益通報者の解雇の無効等並びに公益通報

に関し事業者及び行政機関がとるべき措置を定めることにより、公益通報者の保護を図

るとともに、国民の生命、身体、財産その他の利益の保護にかかわる法令の規定の遵守

を図ろうとするものであります。 



 本案は、去る四月二十七日本会議において趣旨説明及び質疑が行われ、同日本委員会

に付託されました。 

 本委員会におきましては、五月十二日竹中国務大臣から提案理由の説明を聴取した後、

質疑に入り、十九日には参考人から意見を聴取いたしました。二十一日質疑終了後、本

案に対し、民主党・無所属クラブ提案に係る修正案及び日本共産党提案に係る修正案が

提出され、両修正案についてそれぞれ提出者から趣旨の説明を聴取いたしました。次い

で、討論を行い、採決いたしましたところ、両修正案はいずれも賛成少数をもって否決

され、本案は賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決した次第であります。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一六年五月二一日） 

 政府は、本法施行に当たっては、次の諸点について適切な措置を講ずべきである。 

一 本法の立法趣旨や各条項の解釈等について、労働者、事業者、地方公共団体等に十

分周知徹底すること。 

  特に、本法の保護の対象とならない通報については、従来どおり一般法理が適用さ

れるものであって、いやしくも本法の制定により反対解釈がなされてはならないとの

趣旨及び本法によって通報者の保護が拡充・強化されるものであるとの趣旨を周知徹

底すること。 

二 公益通報を受けた事業者及び行政機関は、公益通報者の個人情報を漏らすことがあ

ってはならないこと。 

三 公益通報を受けた行政機関がとるべき対応について、ガイドラインの作成等により、

公益通報者に対する調査結果の通知等適切な対応を確保すること。 

四 他人の正当な利益等の尊重の規定が公益通報をする労働者を萎縮させることのない

よう、十分留意すること。 

五 公益通報をされた事業者の是正措置等の通知が公益通報者に対し確実になされるよ

う、事業者に対する指導等を行うこと。 

六 いわゆるコンプライアンス経営についての事業者の取組を積極的に促進すること。 

七 対象法律を定める政令の制定に際しては、本委員会での審議を踏まえ、国民の生命、

身体、財産等に及ぼす被害の大きさ等を精査の上、パブリックコメントにより国民の

意見を聴き、対象法律を適切に定めること。 

八 本法の運用に当たっては、通報をしようとする者が事前に相談できる場が必要であ

ることから、国、地方を通じて行政機関における通報・相談の受付窓口の整備・充実

に努めること。 

 また、民間における相談窓口の充実に関し、日本弁護士連合会等に協力を要請するこ

と。 

九 附則第二条の規定に基づく本法の見直しは、通報対象事実の範囲、外部通報の要件



及び外部通報先の範囲の再検討を含めて行うこと。 

三、参議院内閣委員長報告（平成一六年六月一四日） 

○和田ひろ子君 ただいま議題となりました法律案につきまして、内閣委員会における

審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、国民生活の安定及び社会経済の健全な発展に資する上で公益通報に関す

る制度を整備することが緊要な課題であることにかんがみ、公益通報者の保護及び国民

の生命、身体、財産その他の利益の保護にかかわる法令の規定の遵守を図るため、公益

通報をしたことを理由とする公益通報者の解雇の無効等並びに公益通報に関し事業者及

び行政機関が取るべき措置を定めようとするものであります。 

 委員会におきましては、四名の参考人から意見を聴取した後、櫻井充さん外八名発議

の国の行政運営の適正化のための公益通報に関する法律案と一括して、竹中内閣府特命

担当大臣、西川内閣府大臣政務官、発議者川橋幸子さん等に対し質疑を行いました。 

 委員会における主な質疑の内容は、通報対象事実に係る法律の範囲、外部通報の要件

を緩和する必要性、公益通報者保護制度の周知徹底方策等でありますが、その詳細は会

議録によって御承知願います。 

 去る十一日、質疑を終局した後、民主党・新緑風会の松井委員より公益通報者の範囲

及び外部通報先となる範囲の拡大、取締役等の法令遵守義務に関する規定の追加等を内

容とする修正案が、また、日本共産党の吉川理事より通報対象事実の範囲の拡大、外部

通報要件を行政機関への通報と同等とすること、解雇等を争う訴訟における立証責任の

転換等を内容とする修正案が、それぞれ提出されました。 

 次いで、討論に入りましたところ、民主党・新緑風会の岡崎委員より松井委員提出の

修正案に賛成、吉川理事提出の修正案及び原案に反対、自由民主党及び公明党を代表し

て西銘理事より原案に賛成、松井委員提出の修正案及び吉川理事提出の修正案に反対、

日本共産党の小林委員より原案に反対の旨の意見が述べられました。 

 次いで、順次採決の結果、吉川理事提出の修正案及び松井委員提出の修正案はいずれ

も賛成少数により否決され、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決定

いたしました。 

 なお、本法律案に対し六項目から成る附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一六年六月一一日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずべきである。 

一、本法の立法趣旨が通報者の利益の保護を拡充・強化しようとするものであること、

及び本法による保護対象に含まれない通報については従来どおり一般法理が適用され

るものであることを、労働者、事業者等に周知徹底すること。 

二、他人の正当な利益等の尊重の規定が公益通報をする労働者を萎縮させることのない

よう、十分留意すること。 



三、公益通報者の氏名等個人情報の漏えいが、公益通報者に対する不利益な取扱いにつ

ながるおそれがあることの重大性にかんがみ、公益通報を受けた者が、公益通報者の

個人情報の保護に万全を期するよう措置すること。 

四、事業者及び行政機関において、通報をしようとする者が事前に相談できる窓口が整

備されるよう促進すること。また、公益通報を受けた事業者及び行政機関が、通報対

象事実についての調査結果及び是正措置等を公益通報者に通知するよう、公益通報受

付体制の整備を図ること。 

五、対象法律を定める政令の制定に際しては、当該法令違反が国民の生命、身体、財産

等に及ぼす被害の大きさ等を精査するとともに、本委員会における審議及びパブリッ

クコメントの実施により寄せられた国民の意見を踏まえ、これを適切に反映させるこ

と。 

六、附則第二条の規定に基づく本法の見直しは、通報者の範囲、通報対象事実の範囲、

外部通報の要件及び外部通報先の範囲の再検討を含めて行うこと。 

  右決議する。 


